
​健康経営で解決したい経営上の課題と期待する効果​

​課題①​

​現在、複数の部活動が活動しており、１８０名程の職員が所属している。勤務後の練習や各​

​部の大会などに参加してリフレッシュを図っている。他事業所の職員と関われる良い機会に​

​もなっており、組織力を更に高める為に今後も部活動の参加者を募る事、新たな部の設立な​

​ど行っていく。​

​期待する効果①​

​職員それぞれの趣味や趣向にあわせた福利厚生行事や部活動の創設・発展が行えるように法​

​人として費用補助や取り組むための時間を設定することで事業所を飛び越えた職員間の交流​

​ができるように継続した支援を行う。法人全体として以上のバックアップを行うことで組織​

​の活性化をより強めていく。​

​課題②​

​現在、法人として少年野球チームを設立、地域の祭りに参加し神輿を担ぐ、高齢化の地域で​

​の稲作放棄地の再活用など地域活性化の為に法人として地域の貢献が必要不可欠となってい​

​る。また、施設を運営する上で地域の理解が重要となっている。地域との良好な関係づくり​

​が利用者へより良いサービス提供が可能となる。​

​期待する効果②​

​アンケートの結果、８０％の職員が今の仕事に対しやりがいを感じているという答えであっ​

​た。仕事に対してやりがいを感じる職員が多いほど、地域に対する貢献意識は強い結果が分​

​かった。法人に対する認知度が広まったことで応募採用数も比例して増加している。また、​

​健康経営に対する意識のある企業として認知されていることは応募者数増加の一役を担って​

​いる。​



​健康経営の目的と目標​

​目指すこと​ ​職場活性化による企業価値の向上​

​目的​ ​・働きやすい職場環境の改善、新規部活動の創設やフィットネスクラブの拡​

​充等、個人の運動習慣の構築による健康増進。​

​・福利厚生行事を始めとした各種行事を通じて職員のモチベーションの向上​

​および職場全体を活性化 し、職種を問わず円滑なコミュニケーションの形​

​成。​

​・メンタル等の健康上の理由による、欠勤・休職・退職者の低減。​

​・一人ひとりが正しいヘルスリテラシーをもち、健康意識を高めてもらうこ​

​とによる、行動変容(社員自ら気づい てもらう健康意識・変革)の定着。​

​目標​

​（2024年～​

​2028年）​

​・職場環境満足度調査における評価の維持（5段階中、4.0以上の継続）​

​・ストレスチェック受検率の向上（28年度までに受検率97％を目指す）​

​・特定保健指導初回面談率の向上（28年度までに実施率88％を目指す）​

​・健康関連の教育、研修への受講勧奨​

​・メタボリスク者の低減（新規体育館の建設等運動しやすい環境作り）​

​・喫煙率の低減​

​健康経営全体の具体的な数値目標の設定に至った背景・根拠（健康経営​

​宣言より抜粋）​
​佑啓会が運営する福祉事業所の利用者が穏やかな日常を過ごすためには、そこで働く職員が​

​心身共に健康であることを第一条件と考えています。​

​当法人は、佑啓会ならびに障害福祉の成長・発展のために必要不可欠な職員とそのご家族の​

​心身の健康は大切な宝だと考えています。​



​職員が「明るく、元気に、さわやかに、そして品よく」をモットーに社会生活と障害福祉の​

​発展に貢献できるよう法人をあげて健康維持・増進活動への積極的な支援と組織的な健康作​

​りを推進していきます。​

​健康経営推進組織図​

​目的・目標達成に向けた問題点と課題​

​問題点​ ​①ストレスチェック受検率の向上​

​②事業所カルテにおける高血圧の職員の割合が同業種に比べ高い​

​③職員一人ひとりのヘルスリテラシーの向上​

​課題​ ​①ストレスチェックの狙いや行なう意味の周知​

​②生活習慣病に影響する数値改善 (肥満比率、血糖・血圧値等の低下、再検者​

​･要治療者等の低減)​

​③自身の健康状態の把握・改善および気づき意識の向上による行動変容​



​施策の内容および今後の展開・取り組み​

​施策​ ​主な内容​ ​目標​

​職員間の円滑なコ​

​ミュニケーション​

​・福利厚生行事、法人内バレーボール大会、座談会等、​

​職員同士で顔が見える環境作り​

​・Googleworkスペースの活用​

​職員向けアンケー​

​ト​

​・全職員を対象に上半期と下半期で健康関連や職場環境​

​についてのアンケートを実施、集計​

​回答率100％​

​ストレスチェック​

​の受検​

​・事業所規模に関わらず法人全体で案内を周知し実施​

​・集団分析​

​受検率の向上​

​メタボ対策​ ​・新規部活動の創設等、部活動参加の推進、フィットネ​

​スクラブの定期開催、体育館等の場所の提供​

​・食生活改善アプリの使用推進​

​スポーツ関連​ ​・スポーツエールカンパニーの申請​

​・部活動に対する補助​

​認定取得​

​健康関連の研修​ ​・対象者別研修（高齢、女性特有等）​

​・健康保持・増進に関する研修（睡眠、感染症等）​

​健康経営課題の改善に向けて​

​　2018年度に健康経営推進室を発足してから、職員が心身ともに健康になれるように健康​

​経営推進室として注力している。社会福祉法人佑啓会の課題として運動習慣比率の低さが上​

​がっている。​

​　発足当時は職員の運動習慣比率が17.5％と低い水準にあったが、部活動の創部及び活動​

​に対する補助を法人としてバックアップした結果、2023年以降は25％程度まで上がり、健​

​康の増進に繋がっている。​



​健康経営に関する各指標​

​2022年度​ ​2023年度​ ​2024年度​ ​2025年度​ ​2026年度目標​

​定期健康診断受診率​ ​100％​ ​100％​ ​100％​ ​98.7％​ ​100％​

​精密検査受診率​ ​75％​ ​90％​ ​93％​ ​90％​ ​95％​

​特定保健指導率（初回）​ ​70.5％​ ​85.0％​ ​64.0％​ ​37.0％​ ​30.0％​

​ストレスチェック受検率​ ​70％​ ​72％​ ​69％​ ​80％​ ​90％​

​スポーツイベント参加者​

​数（バレーボール大会）​

​203人​ ​217人​ ​225人​ ​250人​ ​270人​

​女性の健康課題に関する​

​施策への参加率及び理解​

​度（　）内が理解度​

​87％​

​（85％）​

​90％​

​（90％）​

​90％​

​（90％）​

​95％​

​(97％)​

​100％​

​(100％)​

​従業員満足度​

​（5段階評価）​

​※全職員アンケート調査​

​4.15​ ​4.09​ ​4.10​ ​4.07​ ​―​

​労働時間の状況​

​（月間平均残業時間数）​

​11時間​ ​6時間​ ​11時間​ ​12時間​ ​9時間​

​年間有給休暇取得状況​ ​7.6日​ ​5.9日​ ​7日​ ​9.2日​ ​11日​

​運動習慣比率​ ​22.5％​ ​24.5％​ ​23.9％​ ​26.2％​ ​％​

​喫煙率​ ​25.8％​ ​25.1％​ ​25.7％​ ​26.2％​ ​％​

​女性特有の健康に関する​

​研修（理解度）​

​※ヘルスリテラシー​

​100％​ ​100％​ ​100％​ ​100％​ ​100％​

​適正体重者比率​ ​87.3％​ ​91％​ ​77.9％​ ​77.8％​ ​―​



​※１，２，３については従業員アンケートにより回答​

​※１　疾病により休暇取得の日数をアンケートで把握​

​※２　SPQを用いた全職員向けのアンケートを実施。実績値は全従業員平均​

​※３　全職員向けのアンケートでユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度超短縮版3​

​　　　項目を組み入れて測定。3項目のスコア（0=全くない－6=いつも感じる）の全従業員平​

​均。​

​平均勤続年数​ ​7年​ ​8.2年​ ​8年​ ​8年​ ​―​

​※１疾病による休職・欠​

​勤の状況​

​アブセンティーイズム​

​（全従業員の平均値）​

​0.9日​ ​1.5日​ ​1.6日​ ​0.5日​ ​―​

​※２プレゼンティーイズ​

​ム​

​78％​ ​81.3％​ ​82％​ ​80％​ ​―​

​※３ワークエンゲージメ​

​ント​

​4.06​ ​5.04​ ​4.05​ ​4.04​ ​―​

​高ストレス者​

​（福祉業界平均13％）​

​3.3％​ ​4.6％​ ​4.5％​ ​―​ ​―​



​戦略マップ　​



​治療と仕事の両立支援に関する基本方針​

​令和6年10月1日​
​社会福祉法人佑啓会​

​理事長 里見吉英​

​１．社会福祉法人佑啓会（以下、当法人という）は、治療を受けながら働く意欲がある職員​
​　　について、治療と仕事の両立を積極的に支援します。​

​２．当法人は、治療と仕事の両立の重要性について全職員が認識し、互いに協力しながら支​
​　　え合う職場環境をつくり、職員とその家族が安心して働ける職場を目指します。​

​３．当法人は、職員の健康管理を適切に行い、疾病予防や治療と仕事の両立支援を通じて健​
​　　康経営の実現に努めます。​

​４．当法人は、職員本人の意向と能力、および安全性に配慮し、主治医と連携した支援を行​
​　　います。​

​５．当法人は、プライバシー保護を徹底した上で、職員が気軽に相談できるよう窓口と専門​
​　　家との連携を行います。​

​６．当法人は、治療と仕事の両立において、必要な場合には勤務時間や業務内容の変更、配​
​　　置転換などの配慮、支援を行います。​

​７．当法人は、病気による休暇または休職中の職員は、治療・療養に専念することとし、職​
​　　場復帰に向けた支援を行います。​


